
不確実な地震前兆の情報で	
  

住民の事前避難は可能なのか？	
  

東京学芸大学　教育学部　物理科学分野	
  
専門研究員　織原　義明	




■自己紹介	


1989年：山形大学理学部地球科学科卒業	


　大学卒業後は一般企業に就職、その後、 
 
1996年（5か年計画）：理化学研究所「地震国際フロンティア研究」 
　　　　　　　　　　　　　→電磁気学的手法による短期地震予知研究 

2003年から2期8年間（～2011年）：足利市議会議員	


2012年：防災科学技術研究所契約研究員 

2013年〜：東京学芸大学教育学部物理科学分野専門研究員 

1965年：栃木県足利市生まれ	


2011年：東海大学で博士号取得、博士（理学）	




米国科学アカデミー紀要（Proceedings	
  of	
  the	
  Na1onal	
  Academy	
  
of	
  the	
  United	
  States	
  of	
  America，PNAS）	
  
2012年11月20日の冊子版巻頭で注目論文としてトップで紹介	


神津島近傍の地震	
  (r≦20km,	
  M≧3.0)	
  ２３個（本震）	
  
VAN法的な地電位差異常変化１９個	
  

	
   	
  ↓	
  
時空間的に関係があることを統計的に示す	




地電位差異常変化	
  
１９個	
  

神津島近傍地震	
  
２３個	
  

異常変化	
  
プラス	
  
↓	
  

島東側で地震	


異常変化	
  
マイナス	
  

↓	
  
島西側で地震	
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館林市地域防災計画より	


群馬県は	
  
県南東部を	
  
想定地震に指定	


足利市は	
  
指定せず	


佐野市も	
  
指定	


災害に	
  
県境はない！	
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静岡県の小川英雄危機管理監（当時）にインタビュー	
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東北地方太平洋沖地震前の地下水異常	
  

※正源寺の井戸では２月中旬頃から水位低下	
  

(Orihara	
  et	
  al.,	
  2014より	
  (一部修正))	




水位と水温
の両方が低
下したのは
3.11前のみ	


(Orihara	
  et	
  al.,	
  2014より	
  (一部修正))	


五葉温泉源泉井戸（2000m深）	
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不確実な地震前兆の情報で	
  

住民の事前避難は可能なのか？	
  



2016年2月、高知県内沿岸19市町村に対し	
  
地震・津波予測と避難行動に関する	
  

アンケート調査を実施	


	
  

100%でなくとも何らかの予兆に関する情報から	
  
	
  

事前に避難行動を取るかを中心に伺う	
  
	


15市町村の防災担当部署から回答	


織原・鴨川	
  (2017) 東海大学海洋研究所研究報告,	
  38,	
  25-­‐33.	
  
(hNp://www.scc.u-­‐tokai.ac.jp/iord/bulle1n/files_for_bulle1n/TOKAI38-­‐25-­‐33_OriharaCP.pdf)	




１.	
  高知県内には、独立行政法人 産業技術総合研究所による	
  
　地下水観測施設があります。仮に、この観測データが異常を	
  
　示していると、県（または研究所）から連絡があった場合、	
  
　どのような対応を考えていますか？（１つ選択）	


市町村
数	
 

A1．県からの指示があればそれに従うが、なければ何も行わない。	
 8	
 

A2．県からの指示がなくても、独自の対応をする。	
 

　　a.	
  住民に広報し、行政組織として警戒態勢を敷く。	
 0	
 
　　b.	
  住民広報はせずに、行政組織として警戒態勢を敷く。	
 0	
 
　　c.	
  地震が起きた場合の対応を行政組織全体で再確認する	
  
　　　　（警戒態勢は敷かない）。	
 

0	
 

　　d.	
  最低限の関係部署（首長と防災担当と消防など）のみで対応	
  
　　　を再確認する。	
 

5	
 

　　e.	
  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）	
 0	
 
A3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）	
 2	
 



２.	
  高知県では2013年6月から宏観異常現象の情報を県民から	
  
　募るようになりました。仮にこの情報提供が急激に増加している	
  
　との情報が県からもたらされた場合、どのような対応を考えて	
  
　いますか？（１つ選択）	


市町村
数	
 

A1．県からの指示があればそれに従うが、なければ何も行わない。	
 7	
 

A2．県からの指示がなくても、独自の対応をする。	
 

　　a.	
  住民に広報し、行政組織として警戒態勢を敷く。	
 1	
 
　　b.	
  住民広報はせずに、行政組織として警戒態勢を敷く。	
 1	
 
　　c.	
  地震が起きた場合の対応を行政組織全体で再確認する	
  
　　　　（警戒態勢は敷かない）。	
 

0	
 

　　d.	
  最低限の関係部署（首長と防災担当と消防など）のみで対応	
  
　　　を再確認する。	
 

4	
 

　　e.	
  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）	
 0	
 
A3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）	
 2	
 



不確実な地震前兆の情報	


約半数が「県からの指示があればそれに従う」	
  

市町村はどのように行動すべきか「わからない」	
  



３.	
  地震・津波の発生前に宿泊可能な避難所を開設することに	
  
　ついて、どのようにお考えでしょうか？（１つ選択）	


市町村
数	
 

A1．どの避難所を開設するか、その費用は誰が負担するかなど、解決
すべき問題はあるが、人命救助の点から積極的に検討したい。	
 

2	
 

A2．行政が管理する施設ではなく、町内会や自治会等が管理する施
設の活用を積極的に検討したい。	
 

1	
 

A3．積極的とまではいかないが、人命救助の点から行政ができること
を検討したい。	
 

7	
 

A4．計画通りに緊急避難場所へ避難できれば住民の命は助かるので、
事前に宿泊可能な避難所を開設する必要はない。	
 

0	
 

A5．地震・津波による避難所の開設は災害発生後を想定しているので、
発生前の開設は困難である。	
 

4	
 

A6．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）	
 1	
 



事前開設に積極的・・・3/15	
  (20%)	


事前開設に否定的・・・4/15	
  (27%)	


できることをしたい・・・7/15	
  (47%)	


約７割の市町村は人命救助のために	
  
事前にできる“何か”をしたいと思っている	




４.	
  住民など民間による地下水観測等のデータを防災（事前避難）	
  
　に活かすことについて、どのようにお考えでしょうか？（１つ選択）	


市町村
数	
 

A1．研究機関のデータと併用して、事前避難に活かすことを考える
べきである。	
 

3	
 

A2．研究機関からの情報であれば、事前避難に活かすことを考える
べきである（民間のデータは信頼性に問題がある）。	
 

0	
 

A3．そもそも、研究機関のデータであっても事前避難にどのように活
かすかが決まっていないので、現時点ではわからない。	
 

7	
 

A4．地震・津波は台風などと比較して、いつ発生するかなど不確定な
要素が多いので、事前避難すること自体が困難である。	
 

5	
 

A5．その他（            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ）	
 0	
 



不確実な地震前兆でも	
  
防災に活かすべき	


・・・3/15	
  (20%)	
  

不確実な地震前兆を	
  
防災に活かすのは困難	


・・・12/15	
  (80%)	
  

現時点で不確実な地震前兆の情報により、	
  
住民に事前避難を促すことには否定的	




不確実な地震前兆情報を防災に活かすには？	


市町村は何をすべきかが示されれば	
  
それに従い行動	


火山噴火警戒レベル（気象庁）のように	
  
レベルを分け、各々のレベルでどのような	
  
行動を起こすべきかの指針まで示す	


・どれくらい不確実なのか？	
  
・その不確実さの段階で何をすべきか？	
  
→市町村はそれが知りたい	




静岡県では「東海地震に関連する情報」発表時の	
  
県民・自主防災組織・各機関の対応が	
  
	
  

（１）東海地震観測情報発表時	
  
（２）東海地震注意情報発表時	
  
（３）東海地震予知情報発表（警戒宣言発令）時	
  
	
  

でレベル分けはされている	


不確実な地震前兆情報を防災に活かすには？	


・そもそも、東海地震でも突然発生の可能性がある	




静岡県では「東海地震に関連する情報」発表時の	
  
県民・自主防災組織・各機関の対応が	
  
	
  

（１）東海地震観測情報発表時	
  
（２）東海地震注意情報発表時	
  
（３）東海地震予知情報発表（警戒宣言発令）時	
  
	
  

でレベル分けはされている	


不確実な地震前兆情報を防災に活かすには？	


・そもそも、東海地震でも突然発生の可能性がある	


地震予知研究など	
  
やめてしまえ！	




不確実な地震前兆情報を防災に活かすには？	


短期・直前予知ができれば	
  
事前避難して助かる命がある	


・使えそうな観測データ（手法）を分別するための研究	
  

・使えそうな手法の不確実さの程度を示す研究	
  

独立した先行異常であれば	
  
地震発生確率が高くなる	
  
（宇津，1977）	


複数の異常を重ね合わせる	
  

過去に前兆現象が	
  
あったとされる	
  
井戸などは観測すべき	




（織原・長尾，2015より作成）	


※“異常”認識は異常が現れて	
  
　　１年後（RTMなど）	
  
　　１ヶ月後（マイワシ漁獲量）	
  
　　数日後（地下水）としている	
  

東北地方太平洋沖地震の後予知による異常現象の時系列	




不確実な地震前兆情報を防災に活かすには？	


五葉温泉の異常で事前避難を始めた場合	
  
避難所生活は約３ヶ月にもなる	
  
（果たして、現実的か？）	


住民の理解が不可欠	


・地震や津波に関する基礎知識	
  
・地震予測情報のリテラシー	
  
・事前避難の財政負担	
  
など	


モデル	
  
地区での	
  
実証実験	




結　論	


・不確実な地震前兆の情報を住民の事前避難に	
  
　活かすには、行政や住民向けの行動指針のよ	
  
　うなものが必要	


・地震予測研究は、三要素（時間・場所・規模）の	
  
　不確実さの程度を提示することが求められる	
  

・地震予測研究と並行して、行政や住民に対して	
  
　不確実な地震前兆情報を防災に活かすための	
  
　理解を広める活動が必要	
  



ご清聴、	
  
ありがとうございました	



